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1.調査実施概要等

Ⅰ.企業調査の調査概要 1

農林水産業、公務を除く全業種で、従業員数51人以上調査対象

5 , 0 0 0 社

<従業員規模 内訳>

51～100人以下 1,000社

101～300人以下 1,000社

3 0 1 ～ 5 0 0 人以下 1,000社

501～1,000人以下 1,000社

1 ,00１人以上 1,000社

調査対象数

信頼できる大手企業のデータベースより、従業員規模別に割
り付けた上で、無作為抽出を行った。

抽出方法

郵送法調査方法

688 票（有効回収13.76%）

<従業員規模 内訳>

51～100 人以下 191票

101～300 人以下 341票

301～ 500 人以下 82票

501～1,000 人以下 48票

1,001 人以上 26票

有効回収数

１回実施・FAX で協力依頼状送信督促の有無と方法

令和６年 1月22 日（発送）～令和 6年 3 月 6 日（回収）実施期間

ウェイトバック集計
正社員・職員等数による企業規模の⽐率が、全国的な分
布と一致するように、「令和3年度経済センサス活動調
査」を用いて、各サンプルに重み付けを行った上で集計を
行った。

集計方法

回 収 企 業 数 の 従 業 員規 模 別 に⽐率 ※ １ を算 出 し 、
回 収 企 業 数 の⽐率 と 乗 算 し ウ ェ イ ト 値 を 算 出 し た

う え で 、 最 も 回 収 が 少 な か っ た 区 分 を 1 と し て 、
ウ ェ イ ト を 算 出 し た 。

※1.「令和3年度経済センサス活動調査」企業等に関する集計 全国結果
表番号 1企業産業(中分類)，企業常用雇用者規模(11 区分)，経営
組織(５区分)別企業等数，事業所数，男女別従業者数及び常用雇用
者数―全国 及び 事業所に関する集計 産業横断的集計産業（小分
類），従業者規模（15 区分），単独・本所・支所（３区分），経営組織
（４区分）別民営事業所数―全国 H28_単独・本所・支所
を参考に算出。

※２.一部の回答において、調査票上の前問等の回答結果を受け、上掲
のWB後企業数から回答企業数が絞り込まれていることに留意。

ウェイトバック後の
サンプル数

従業員規模別
比率（※１）

WB後企業数ウェイト
回収企業数
比率

回収企業数従業員数

0.5083481.8197850.27761619151～100 人以下

0.3602460.7223340.495640341101～300 人以下

0.060410.5006420.11918682301～500 人以下

0.034230.4846490.06976748501～1,000 人以下

0.038261.0000000.037791261,001 人以上

1.0006841688総計



（1）業種 （2）従業員数に占める女性比率（令和6年1月1日時点）

Ⅱ.企業調査の結果概要 2

1.回答企業の概要

業種は、「全体」では「製造業」が24.2%でもっとも回答割合が高く、次いで「医療，

福祉」が19.3%となっている。

図表1 業種

従業員数に占める女性割合について、正社員・職員は、「全体」では「10％以上～

25％未満」が37.3%でもっとも回答割合が高く、次いで「25％以上～50％未満」

が22.8%となっている。正社員・職員以外は、「全体」では「75％以上」が28.2%

でもっとも回答割合が高く、次いで「50％以上～75％未満」が17.0%となってい

る。

図表2 従業員数に占める女性の割合(正社員・職員)

図表3 従業員数に占める女性の割合(正社員・職員以外)
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51〜100人

101〜300人

301〜500人

501〜1000人

1001人以上

建設業 製造業 電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業 運輸業，郵便業 卸売業，小売業

金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業 宿泊業，飲食サービス業

教育，学習支援業 医療，福祉 その他サービス業

その他
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（3）週あたりの所定外労働も含めた労働時間が49時間以上の割合
（令和5年11月実績）

（4）正社員・職員の年次有給休暇の平均取得 （令和4年度実績）

Ⅱ. 企業調査の結果概要 3

1.回答企業の概要

正社員・職員の週あたりの所定外労働も含めた労働時間が49時間以上の割合（令

和5年11月実績）従業員規模別は、「全体」では「0％（いない）」が36.8%でもっと

も回答割合が高く、次いで「0％超～10％未満」が28.5%となっている。

図表4 正社員・職員の状況_週あたり労働時間が49時間以上の割合
（令和5年11月実績）

正社員・職員の年次有給休暇取得率（令和4年度実績）従業員規模別は、「全体」で

は「50％以上～75％未満」が39.5%でもっとも回答割合が高く、次いで「25％以

上～50％未満」が34.8%となっている。

図表5 正社員・職員の状況_年次有給休暇の平均取得率
（令和4年度実績）
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Ⅱ. 企業調査の結果概要 4

2.育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況等について

（1）育児休業制度の内容について

図表6 育児休業制度の内容_期間_正社員・職員 図表7 育児休業制度の内容_期間正社員・職員以外
（契約社員、パート、アルバイト等）

① 期間

育児休業制度の内容・取得期間 正社員・職員は、「全体」では「１歳（保育園に入園できない場合は延長により最長２歳）（法定どおり※）」が82.5%でもっとも回答割合が高く、

次いで「２歳を超え３歳未満」が7.4%となっている。
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１歳（保育園に入園できない場合は延長により最長２歳）（法定どおり※）

（保育園への入園の有無にかかわらず）２歳まで

２歳を超え３歳未満

３歳以上

その他（規定がない、わからない等）
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１歳（保育園に入園できない場合は延長により最長２歳）（法定どおり※）

（保育園への入園の有無にかかわらず）２歳まで

２歳を超え３歳未満

３歳以上

その他（規定がない、わからない等）



Ⅱ. 企業調査の結果概要 5

2.育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況等について

（2）妊娠・出産等の申出をした労働者と個別の制度周知

図表8 妊娠・出産の申出をした労働者と個別の制度周知・休業取得の意向確認方法

正社員・職員

図表9 妊娠・出産の申出をした労働者と個別の制度周知・休業取得の意向確認方法

正社員・職員以外

育児休業制度の制度周知、休業取得の確認の方法 正社員・職員は、「全体」では「面談（対面）」が72.6%でもっとも回答割合が高く、次いで「書面の交付」が15.9%となって

いる。
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面談（対面） オンライン面談

書面の交付 電子メール

イントラネット（企業内LAN）やSNS FAX

その他
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その他



Ⅱ. 企業調査の結果概要 6

2.育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況等について

（3）休業取得の意向確認後の取得状況（正社員・職員）

図表10 休業取得の意向確認後の取得状況（正社員・職員） 図表11 労働者数や事業年度末（決算時期）について

育児休業制度の制度周知、休業取得の確認後の取得状況 正社員・職員は、「全

体」では「意向確認をした労働者全員が取得した」が48.8%でもっとも回答割合

が高く、次いで「全員ではないが、おおむねの労働者が取得した」が23.2%と

なっている。

（4）労働者数や事業年度末（決算時期）について
（※男性の育児休業取得率等の公表関係）

労働者数や事業年度末（決算時期）については、「1,001人以上」では「事業年

度の開始月が４月～10月（決算時期が３月～９月）のいずれか」が78.3%でもっ

とも回答割合が高く、次いで「事業年度の開始月が11月～３月（決算時期が10

月～２月）のいずれか」が21.7%となっている。

48.8%

56.8%

45.7%

48.5%

18.4%

21.7%

23.2%

9.3%

30.4%

27.7%

52.0%

69.6%

8.0%

13.6%

6.9%

10.8%

10.2%

11.6%

11.1%

24.5%

9.1%

10.2%

8.8%

5.5%

6.1%

8.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

51〜100人

101〜300人

301〜500人

501〜1000人

1001人以上

意向確認をした労働者全員が取得した 全員ではないが、おおむねの労働者が取得した

半数程度の労働者が取得した 一部の労働者が取得した

誰も取得しなかった

※対象規模企業の回答より、「常時雇用する労働者数が分からない」と回答の

あった企業を除いて集計している。

78.3% 21.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1001人以上

常時雇用する労働者数が1,001人以上で、事業年度の開始月が４月～10月（決算時期
が３月～９月）のいずれか

常時雇用する労働者数が1,001人以上で、事業年度の開始月が11月～３月（決算時期
が10月～２月）のいずれか



Ⅱ. 企業調査の結果概要 7

2.育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況等について

（5）男性の育児休業取得率等を公表しているか

図表12 男性の育児休業取得率等の公表

図表13 男性の育児休業取得率等を公表することでどのような影響があったか

男性の育児休業取得率等の公表（令和６年1月1日時点）は、「全体」では「配偶

者が出産した男性労働者がいるが、男性の育児休業取得率等を公表していな

い」が47.5%でもっとも回答割合が高く、次いで「配偶者が出産した男性労働者

がおらず、その旨の公表もしていない」が29.6%となっている。

（6）男性の育児休業取得率等を公表することで、どのような影響があったか

「男性の育児休業取得率等」若しくは「配偶者が出産した男性がおらず、その旨」を公

表している企業に対して調査したところ男性の育児休業取得率等の公表の影響は、「全

体」では「特に効果はない、わからない」が43.7%でもっとも回答割合が高く、次いで

「男性の育児休業取得率が上がった」が32.0%、「社内において育児がしやすい雰囲気

が醸成された、仕事と育児の両立に関する理解が促進された」が24.8%となっている。

1,001人以上の企業では、「男性の育児休業取得率が上がった」の回答割合が76.2％

となっている。
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8.9%
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25.6%

16.8%

80.8%

1.5%

7.3%

47.5%

51.8%

46.8%

45.0%

35.8%

11.5%

29.6%

32.5%
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13.4%

18.9%

8.6%
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9.4%

8.5%

29.5%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

51〜100人

101〜300人

301〜500人

501〜1000人

1001人以上

配偶者が出産した男性労働者がいて、男性の育児休業取得率等を公表

している

配偶者が出産した男性労働者がおらず、その旨を公表している

配偶者が出産した男性労働者がいるが、男性の育児休業取得率等を公

表していない

配偶者が出産した男性労働者がおらず、その旨の公表もしていない

わからない

32.0%

24.8%

5.4%

43.7%

41.2%

47.1%

35.3%

7.9%

7.9%

15.7%

15.7%

76.1%

22.2%

22.2%

11.1%

66.5%

37.9%

37.9%

37.9%

63.1%

76.2%

9.5%

19.0%

14.3%

23.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

男性の育児休業取得率が上がった

新卒者や中途採用者の応募倍率が上がった、内定辞退が

減った

妊娠・出産、子の育児等を理由に辞める労働者が減った

社内において育児がしやすい雰囲気が醸成された、仕事

と育児の両立に関する理解が促進された

育児中の労働者のモチベーションが向上された

社内の業務プロセスの見直しや働き方改革のきっかけに

なった

企業業績が向上した、企業イメージが向上した

子どもがいる労働者が増えた

その他

特に効果はない、わからない

全体 51〜100人 101〜300人 301〜500人 501〜1000人 1001人以上

ｎ＝97 ｎ＝31 ｎ＝27 ｎ＝14 ｎ＝4 ｎ＝21

ｎ＝684

ｎ＝348

ｎ＝246

ｎ＝41

ｎ＝23

ｎ＝26

男性の育児休業
取得率等を公表



Ⅱ. 企業調査の結果概要 8

2.育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況等について

（7）出生時育児休業について、休業期間中に就業させることのできる
労働者の範囲に関する労使協定について

図表14 労使協定の締結状況

図表15 労使協定を締結した理由

労使協定の締結状況は、「全体」では「労使協定を締結していない」が56.4%で、

「労使協定を締結している」が43.5%となっている。

（8）出生時育児休業について、休業期間中に就業させることのできる
労働者の範囲に関する労使協定を締結した理由

「出生時育児休業について、休業中に就業させることのできる労働者の範囲

に関する労使協定を締結している」企業に対してその理由を調査したところ、「全

体」では「育児休業中も短い時間働きたい労働者が育児休業を取得しやすくする

ため」が57.8%でもっとも回答割合が高く、次いで「特段の理由はない」が

20.7%となっている。

43.5%

42.4%

45.9%

40.2%

54.7%

30.8%

56.4%

57.6%

53.8%

59.6%

46.3%

69.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

51〜100人

101〜300人

301〜500人

501〜1000人

1001人以上

労使協定を締結している 労使協定を締結していない

57.8%

50.6%

64.2%

63.5%

66.1%

75.0%

2.8%

7.8%

7.5%

7.4%

7.0%

27.2%

6.5%

8.6%

5.1%

6.0%

20.7%

23.5%

17.8%

30.2%

25.0%

4.6%

7.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

51〜100人

101〜300人

301〜500人

501〜1000人

1001人以上

育児休業中も短い時間働きたい労働者が育児休業を取得しやすくするため

労働組合や労働者から労使協定の締結を求められたため

繁忙期に対応するため

人手不足のため

不測の事態に対応するため

特段の理由はない

その他

ｎ＝298

ｎ＝147

ｎ＝113

ｎ＝17

ｎ＝13

ｎ＝8



Ⅱ. 企業調査の結果概要 9

2.育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況等について

（9）出生時育児休業について、休業期間中に就業させることのできる
労働者の範囲に関する労使協定を締結していない理由

図表16 労使協定を締結していない理由 図表17 出生時育児休業（産後パパ育休）を取得した労働者

「出生時育児休業について、休業中に就業させることのできる労働者の範囲

に関する労使協定を締結していない」企業に対してその理由を調査したところ、

「全体」では「休業中は育児に専念してもらうため」が40.9%でもっとも回答割

合が高く、次いで「労働組合や労働者からの希望がなかったため」が27.3%と

なっている。

（10）出生時育児休業（産後パパ育休）の利用状況

① 出生時育児休業（産後パパ育休）を取得した労働者

出生時育児休業（産後パパ育休）を取得した労働者は、「全体」では「取得した労

働者はいない」が44.6%でもっとも回答割合が高く、次いで「取得した労働者が

いる」が30.6%となっている。

40.9%

36.4%

37.9%

79.4%

59.7%

50.0%

27.3%

30.9%

26.6%

14.3%

9.2%

22.2%

1.9%

14.6%

14.5%

15.7%

32.1%

16.7%

10.5%

12.7%

9.8%

11.1%

4.1%

8.1%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

51〜100人

101〜300人

301〜500人

501〜1000人

1001人以上

休業中は育児に専念してもらうため

労働組合や労働者からの希望がなかったため

労働組合や労働者からの労使協定の締結を反対されたため

休業中の労働者に就業させる必要がないため

労使協定を締結すれば休業中の就労が可能なことを知らなかったため

労使協定を締結するための手続が面倒だったため

その他

ｎ＝386ｎ＝386

ｎ＝200

ｎ＝133

ｎ＝25

ｎ＝11

ｎ＝18

30.6%

25.1%

28.4%

54.8%

50.5%

69.2%

44.6%

45.0%

49.4%

26.8%

42.1%

23.1%

24.7%

29.8%

21.9%

18.3%

8.4%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

51〜100人

101〜300人

301〜500人

501〜1000人

1001人以上

取得した労働者がいる 取得した労働者はいない 配偶者が出産した社員はいなかった



Ⅱ. 企業調査の結果概要 10

2.育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況等について

（11）出生時育児休業（産後パパ育休）中に就業した労働者

図表18 出生時育児休業（産後パパ育休）中に就業した労働者 図表19 育児休業以外の制度
① フレックスタイム制度

出生時育児休業（産後パパ育休）の取得期間中に就業した社員は、「全体」では

「出生児育児休業（産後パパ育休）中に就業した労働者はいなかった」が87.0%

で、「出生児育児休業（産後パパ育休）中に就業した労働者がいた」が13.0%と

なっている。

（12）育児休業制度以外の制度について

① フレックスタイム制度

フレックスタイム制度は、「全体」では「導入していない（導入予定もない）」が

78.1%でもっとも回答割合が高く、次いで「妊娠・育児中に限らず利用できる制

度を導入している（導入予定も含む）」が15.3%となっている。

15.3%

10.5%

14.9%

18.3%

27.4%

69.2%

6.4%

6.8%

5.8%

6.1%

6.3%

7.7%

78.1%

82.7%

79.0%

75.5%

67.4%

23.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

51〜100人

101〜300人

301〜500人

501〜1000人

1001人以上

妊娠・育児中に限らず利用できる制度を導入している（導入予定も含む）

妊娠・育児中に限り利用できる制度を導入している（導入予定も含む）

導入していない（導入予定もない）

13.0%

10.4%

5.1%

26.6%

21.0%

33.3%

87.0%

89.6%

94.6%

73.2%

79.0％

66.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

51〜100人

101〜300人

301〜500人

501〜1000人

1001人以上

出生児育児休業（産後パパ育休）中に就業した労働者がいた

出生児育児休業（産後パパ育休）中に就業した労働者はいなかった



Ⅱ. 企業調査の結果概要 11

2.育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況等について

図表20 育児休業以外の制度
②テレワーク

図表21 育児休業以外の制度
③配偶者出産休暇制度

② テレワーク

育児休業以外の制度 テレワーク（在宅勤務等） は、「全体」では「導入していな

い（導入予定もない）」が74.5%、「妊娠・育児中に限らず利用できる制度を導入

している（導入予定も含む）」が24.6%となっている。

③ 配偶者出産休暇制度

育児休業以外の制度 配偶者出産休暇制度 従業員規模別は、「導入していな

い（導入予定もない）」が53.3%、「妊娠・育児中に限り利用できる制度を導入し

ている（導入予定も含む）」が46.6%となっている。

24.6%

24.1%

18.4%

35.3%

29.5%

69.2%

0.8%

74.5%

75.9%

79.5%

62.1%

71.6%

30.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

51〜100人

101〜300人

301〜500人

501〜1000人

1001人以上

妊娠・育児中に限らず利用できる制度を導入している（導入予定も含む）

妊娠・育児中に限り利用できる制度を導入している（導入予定も含む）

導入していない（導入予定もない）

46.6%

40.8%

45.9%

79.1%

71.6%

57.7%

53.3%

59.2%

53.8%

20.7%

29.5%

42.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

51〜100人

101〜300人

301〜500人

501〜1000人

1001人以上

妊娠・育児中に限り利用できる制度を導入している（導入予定も含む）

導入していない（導入予定もない）



（13）労働者の意見を聞く手段 （14）育児のための短時間勤務制度について

Ⅱ. 企業調査の結果概要 12

2.育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況等について

仕事と育児の両立支援制度の導入や改善に際して、労働者の意見を聞く手段は、

「全体」では「管理職等による面談やハラスメント等社内相談窓口における相談の際

に聴取した意見を反映・参考にする」が55.9%でもっとも回答割合が高く、次いで

「労働組合との協議」が21.8%、「労働者向けのアンケート調査、満足度調査で聴取

した意見を反映・参考にする」が20.3%となっている。

図表22 労働者の意見を聞く手段

育児のための短時間勤務制度による1日の勤務時間は、「全体」では「６時間（通常

の所定労働時間が７時間45分である事業所において、短縮後の所定労働時間を５

時間45分としている場合を含む。）」が60.0%でもっとも回答割合が高く、次いで

「６時間超え７時間以内」が14.2%、「５時間超え６時間未満」が9.7%となっている。

図表23 育児のための短時間勤務制度による１日の勤務時間

21.8%

55.9%

20.3%

18.7%

9.1%

6.3%

13.1%

58.1%

17.3%

18.3%

11.0%

7.8%

23.4%

57.7%

20.2%

19.9%

7.9%

30.5%

59.8%

42.7%

14.6%

6.1%

42.6%

53.3%

19.2%

10.7%

10.7%

92.3%

7.7%

26.9%

26.9%

15.4%

7.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

労働組合との協議

管理職等による面談やハラスメント等社内相談

窓口における相談の際に聴取した意見を反映・

参考にする

労働者向けのアンケート調査、満足度調査で聴

取した意見を反映・参考にする

労使で話し合う機会（労働時間等設定改善委員

会等）で聴取した意見を反映・参考にする

職業家庭両立推進者※を経由して聴取した意

見を反映・参考にする

外部機関（弁護士等）を経由して聴取した意見

を反映・参考にする

その他

労働者の意見を聴く機会はない

全体 51〜100人 101〜300人

301〜500人 501〜1000人 1001人以上

9.7%

60.0%

14.2%

9.1%

7.8%

8.9%

53.9%

12.0%

11.0%

10.5%

9.4%

63.5%

15.2%

7.3%

5.6%

9.7%

81.5%

14.6%

10.5%

6.3%

6.3%

80.0%

6.3%

26.9%

26.9%

57.7%

42.3%

23.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

４時間以内

４時間超え５時間以内

５時間超え６時間未満

６時間（通常の所定労働時間が７時間45分であ

る事業所において、短縮後の所定労働時間を５

時間45分としている場合を含む。）

６時間超え７時間以内

７時間超え８時間未満

日によって異なる

週休3日制度等短日数勤務のため、１日あたりは

通常勤務と同じ

全体 51〜100人 101〜300人

301〜500人 501〜1000人 1001人以上
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2.育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況等について

（15）短時間勤務制度を利用することが困難な業務に従事している社員の割合

図表24 短時間勤務制度を利用することが困難な業務に従事している社員の割合

短時間勤務制度を利用することが困難な業務に従事している社員の割合は、「全体」では「～10％以内」が48.0%でもっとも回答割合が高く、次いで「50～75％以内」が

20.1%となっている。

48.0%

40.9%

62.6%

37.4%

15.3%

18.2%

13.9%

24.9%

20.1%

31.8%

7.0%

13.1%

9.1%

16.2%

37.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

51～100人

101～300人

301～500人

～10％以内 10～25％以内 25～50％以内 50～75％以内 75％以上

従業員数が501～1000人、1001人以上の企業はｎ数が少ないため削除した。
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3.仕事と育児の両立の課題等について

（1）仕事と育児の両立支援を推進することの効果

図表25 仕事と育児の両立支援を推進することの効果

仕事と育児の両立支援を推進することの効果は、「全体」では「特に効果はない、わからない」が41.9%でもっとも回答割合が高く、次いで「妊娠・出産、子の育児等を理由に

辞める労働者が減った」が38.6%、「社内において育児がしやすい雰囲気が醸成された、仕事と育児の両立に関する理解が促進された」が28.9%となっている。

一方で、1,001人以上の企業では、「妊娠・出産、子の育児等を理由に辞める労働者が減った」の回答割合が61.5％、「社内において育児がしやすい雰囲気が醸成された、仕

事と育児の両立に関する理解が促進された」の回答割合が57.7％となっている。

38.6%

28.9%

18.8%

9.8%

17.5%

41.9%

5.2%

35.6%

26.7%

18.3%

10.5%

16.8%

45.0%

6.8%

37.1%

28.4%

19.9%

9.1%

18.7%

43.6%

57.2%

29.2%

15.8%

13.4%

21.9%

26.8%

18.9%

40.0%

35.8%

18.9%

6.3%

14.7%

42.1%

23.1%

61.5%

57.7%

19.2%

7.7%

19.2%

11.5%

7.7%

11.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

新卒者や中途採用者の応募倍率が上がった、内定辞退が減った

妊娠・出産、子の育児等を理由に辞める労働者が減った

社内において育児がしやすい雰囲気が醸成された、仕事と育児の

両立に関する理解が促進された

育児中の労働者のモチベーションが向上された

社内の業務プロセスの見直しや働き方改革のきっかけになった

企業業績が向上した、企業イメージが向上した

子どもがいる労働者が増えた

その他

特に効果はない、わからない

仕事と育児の両立支援は実施していない

全体 51〜100人 101〜300人 301〜500人 501〜1000人 1001人以上
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3.仕事と育児の両立の課題等について

（2）仕事と育児の両立支援を推進する上での障壁・課題

仕事と育児の両立支援を推進する上での障壁・課題は、「全体」では「代替要員の確保が難しく、管理職や周囲の労働者の業務量が増えた」が40.4%でもっとも回答割合が高

く、次いで「特に障壁・課題だと思っていることはない」が27.8%、「育児中の労働者とそうでない労働者との間で不公平感がある」が25.1%となっている。

図表26 仕事と育児の両立支援を推進する上での障壁・課題

11.2%

13.2%

15.4%

40.4%

25.1%

8.6%

5.6%

27.8%

6.5%

6.8%

13.6%

16.8%

37.2%

27.2%

5.2%

26.7%

9.4%

12.9%

12.0%

13.2%

38.6%

20.5%

12.0%

5.8%

9.1%

34.2%

23.1%

7.3%

18.3%

57.2%

38.9%

15.8%

6.1%

12.2%

8.4%

23.2%

12.6%

54.7%

16.8%

21.0%

25.3%

38.5%

19.2%

15.4%

61.5%

26.9%

7.7%

7.7%

11.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

仕事と育児の両立について、管理職・経営者、同僚等の理解・賛同・協力を得る

ことが難しい

労働者の労働時間管理、人事評価、キャリア相談が複雑になった

両立支援制度の導入や代替要員確保にコストがかかる

代替要員の確保が難しく、管理職や周囲の労働者の業務量が増えた

育児中の労働者とそうでない労働者との間で不公平感がある

ロールモデルが自社にいない、育児中の労働者に対する人事評価制度やキャ

リア育成方針がない

企業の業績に影響が出る、顧客や取引先への理解が得られにくい

仕事と育児の両立が、会社や職場にどのようなメリットがあるのかが分からな

い

休業・休暇を取得したり、柔軟な働き方をしたりしにくい雰囲気のある職場で

ある

その他

特に障壁・課題だと思っていることはない

仕事と育児の両立支援は実施していない

全体 51〜100人 101〜300人

301〜500人 501〜1000人 1001人以上
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4.介護休業制度について

介護休業の取得可能期間と分割回数

図表27 介護休業を最長でどのくらいの期間取得可能としているか

介護休業を最長でどのくらいの期間取得可能としているかは、「全体」では「通算して93日まで（法定どおり）」が78.9%でもっとも回答割合が高く、次いで「１年」が8.1%と

なっている。

介護休業を分割して取得することを可能としているかは、「全体」では「３回（法定通り）」が80.6%でもっとも回答割合が高く、次いで「分割回数に制限なし」が8.3%となって

いる。

78.9%

79.6%

82.2%

76.7%

80.0%

42.3%

4.8%

6.8%

2.2%

8.5%

8.1%

5.2%

6.7%

6.1%

21.0%

50.0%

6.1%

1.1%

3.1%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

51〜100人

101〜300人

301〜500人

501〜1000人

1001人以上

通算して93日まで（法定どおり） 93日を超え６か月未満

６か月 ６か月を超え１年未満

１年 １年を超える期間

期限の制限はなく、必要日数取得できる 介護休業制度の規定がない

図表28 介護休業を分割して取得することを可能としているか

※従業員数が501～1000人、1001人以上の企業は、有効回答数以下のため参考値


